
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成 21 年 5 月 13 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

研究種目：基盤研究（B） 

研究期間：2006～2008 

課題番号：18330176 

研究課題名（和文） グローバル化・ポスト産業化社会における教育社会学の理論的基盤の 

          再構築に関する研究 

研究課題名（英文）  A study for the rebuilding of the theoretical framework of sociology      

                  of education in the globalizing and post-industrializing society  

研究代表者 

 廣田 照幸（HIROTA TERUYUKI） 

日本大学・文理学部・教授 

研究者番号：10208887 

 

 

 

研究成果の概要： 

 １９９０年代から現在に至る約２０年の教育社会学の研究成果と教育現実の変動との関係の

見直しの必要性が明らかになった。政治のレベルでの５５年体制、経済のレベルでの日本的雇

用システムを、暗黙の前提とした研究枠組みを脱する必要が浮かび上がった。特に、教育政策

の立案-実施の過程に働く政治的な諸力が、1990 年代初頭から大きく変容したこと、また、卒

業生の受け皿である労働市場や雇用システムが、1990 年代半ば以降、大きく変容したこと、そ

の二つが、教育政策をめぐる議論に対しても、学校や生徒の現実に対しても、大きな意味を持

っていた。とはいえ、実証性を研究の主要なツールとしてきた教育社会学は、そのような大き

な構造変動を理論や研究枠組みのレベルで適切にとらえきれないまま、2000 年代の教育改革の

中で、部分的・断片的な実証データをもとにした推論を余儀なくされる状況に陥ってきたとい

える。こうした検討を踏まえて、本研究から明らかになったのは、新たな政治・経済の枠組み

をとらえた社会科学の知見を、教育社会学内部に取り込む必要性である。特に、グローバル資

本主義の展開が政治や経済のあり方を左右する際、どういう選択肢が理論レベルであり得るの

かをふまえ、それらの選択肢が教育政策に及ぼす影響を予測することの重要性が、明らかにさ

れた。 
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2006 年度 4,400,000 855,000 5,255,000 

2007 年度 7,000,000 2,100,000 9,100,000 

2008 年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

年度  

  年度  
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研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：教育学・教育学 
キーワード：グローバル化，ポスト産業，教育政策，教育システム，排除と包摂，  

市民社会，格差，アイデンティティ 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 1990 年代～2000 年代の教育社会学は、実
証データをもとに教育現実を多面的に切り
取って論じてきたが、実は、理論的な問題意
識や理論的な枠組みの上では、きわめて不十
分な状況にあった。1960 年代以来の産業社会
論など、古い枠組みの上に、新しいデータを
位置づけて議論したり、国際的な動向を、そ
のまま規範化してわが国への導入を提唱し
たりするなど、理論的基盤の不十分さに由来
する問題点が目立ってきていた。 
 日本に先立って、新自由主義的な経済・政
治の変動を経験した英国・米国では、すでに
批判的な観点からの実証研究をふまえて、理
論的な問題提起が出てきていた。不平等問題
や労働市場の問題などは、日本が後追いをす
る構図であったが、そこでは、理論的関心の
吟味は薄かった。 
 1980 年代後半以降にわが国で進展してき
た社会変動を踏まえ、新たな理論枠組みを構
築する方向への努力が必要になってきてい
た。そこで、本研究では、社会科学の他分野
での最新の研究を踏まえつつ、教育を社会学
的に研究する際の視点の問題を、方法論のリ
ニューアルではなく、考察の前提となる理論
のレベルで見直す作業を行うこととなった。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、変容しつつある政治システム
や経済システムと教育システムとの整合・
葛藤関係に焦点を当てながら、タイトな「国
民経済―国民教育システム」の枠組みが流
動化していきつつある中での教育－社会関
係について、理論的な課題と展望を考察す
ることを目的とした。具体的には、教育社
会学及び教育哲学・社会学分野の中堅・若
手理論家の精鋭を集め、①グローバル化と
教育、②教育における平等と正義、③国家・
市民社会と教育、④ジェンダーとエスニシ
ティ、⑤階層と労働、⑥教育政策の６つの
柱を立て、海外での理論的展開の最新の動
向をフォローしながら、現代日本の社会的
文脈をふまえた教育社会学の理論構築をめ
ざした。研究のとりまとめにあたっては、
最初に設定した柱や分科会の区分にとらわ
れず、クロスオーバーした形で、既存の研

究を位置づけ直し、新たな理論的課題の導
出を行った。 
 
 
３．研究の方法 
 初年度は、研究会を定期的に開催しつつ、
①政治学や経済学、社会学など、社会科学の
諸領域での最先端の研究者を招聘して、近年
の社会変動と教育システムの再編とがどう
いう理論的射程のもとで把握できるのかに
ついて、検討を進めた。 
②文献の収集や吟味も着実に進めた。特に、
Lauder,H. らが 2006 年に刊行した教育社会
学のリーディングスをとりあげて、各章を読
み進めるサブ研究会を組織し、さまざまな主
題に関して個別に検討を行った。 
 ２年目は、①定期的に開催する研究会では、
メンバー全体が参加し、個別のトピックを超
えた報告と討議を行う全体会と、三つのグル
ープに分かれた分科会（国家・市民社会と教
育との関係に関わる理論的問題、階層と職業
に関わる理論的問題、マイノリティ、排除・
包摂と教育に関わる理論的課題）とを、それ
ぞれ毎回実施した。規範理論と実証研究の関
係、社会理論と方法論の関係、いくつかのキ
イ概念をめぐる問題などが、焦点になった。
また、研究会のうちの数回は、行政学、労働
経済学の専門家などを招聘して報告しても
らい、討議をすることで、他領域との関係に
ついての理解を深めた。 
 ②研究会の開催と並行して、文献の収集や
吟味も着実に進めた。特に、Lauder,H. らが
2006 年に刊行した教育社会学のリーディン
グスの検討はほぼ終わり、研究の一環として、
日本でどう考えていくべきかについてのサ
ブ・チームを作って考察を深めた。 
 ③夏に米国に二つのチームを、冬に一つの
チームを英国に派遣して、英語圏における現
在の教育社会学における理論的展開の状況
を調査した。各チームは、帰国後に、定期の
研究会で簡単な報告を行ったが、その後、日
本の理論研究の練り直しに向けて検討を進
めた。 
 ④関西の比較教育社会史研究会と共催で、
「福祉国家と教育」に関する合同研究会を企
画・開催した。ポスト福祉国家段階における
国家・経済と教育との関係について、さらに
引き続きサブ・チームで検討をしていくこと



になった。 
 最終年度の 3年目は、各自の研究成果報告
に向けて、定期的な研究会で報告、討議をす
るとともに、夏には合宿をおこない、集中的
な議論を行った。また、英米の動向を整理す
るサブ・チームと、「福祉国家と教育」斗主
題とするサブ・チームは、引き続き勉強会を
開催しながら検討を進めた。 
 
 
４．研究成果 
 本研究による成果は多岐にわたるが、総じ

て、旧来の教育社会学の理論的枠組みではと

らえきれない部分を、１９９０年代から現在

に至る約２０年の教育社会学の研究成果と

教育現実の変動との関係の見直しの必要性

が明らかになった。すなわち、政治のレベル

での５５年体制、経済のレベルでの日本的雇

用システムを暗黙の前提とした、これまでの

研究枠組みを脱する必要が浮かび上がった。 

 特に、教育政策の立案-実施の過程に働く

政治的な諸力が、1990 年代初頭から大きく変

容したこと、また、卒業生の受け皿である労

働市場や雇用システムが、1990 年代半ば以降、

大きく変容したこと、その二つが、教育政策

をめぐる議論に対しても、学校や生徒の現実

に対しても、大きな意味を持っていた。 

 にもかかわらず、実証性を研究の主要なツ

ールとしてきた教育社会学は、そのような大

きな構造変動を理論や研究枠組みのレベル

で適切にとらえきれないまま、2000 年代の教

育改革の中で、部分的・断片的な実証データ

をもとにした推論を余儀なくされる状況に

陥ってきたといえる。こうした検討を踏まえ

て、本研究から明らかになったのは、新たな

政治・経済の枠組みをとらえた社会科学の知

見を、教育社会学内部に取り込む必要性であ

る。特に、グローバル資本主義の展開が政治

や経済のあり方を左右する際、どういう選択

肢が理論レベルであり得るのかをふまえ、そ

れらの選択肢が教育政策に及ぼす影響を予

測することの重要性が、明らかにされた。 
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